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主な事業の内容
1. 預金及び定期積金の受け入れ
2. 資金の貸付け及び手形の割引
3. 為替取引
4. 上記1～3の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務

(1) 債務の保証又は手形の引受け
(2) 有価証券（(5)に規定する証書をもって表示される金銭債

権に該当するものを除く。）の売買（有価証券関連デリバ
ティブ取引に該当するものを除く。）又は有価証券関連デ
リバティブ取引（投資の目的をもってするものに限る。）

(3) 有価証券の貸付け
(4) 国債証券、地方債証券若しくは政府保証債券（以下「国債

証券等」という。）の引受け（売出しの目的をもってする
ものを除く。）並びに当該引受けに係る国債証券等の募集
の取扱い及びはね返り玉の買取り

(5) 金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務
(6) 次に掲げる者の業務の代理

株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅金融支援機
構、独立行政法人勤労者退職金共済機構、日本銀行、独立
行政法人農林漁業信用基金、独立行政法人中小企業基盤整
備機構、西日本建設業保証株式会社、日本酒造組合中央
会、一般社団法人しんきん保証基金、年金積立金管理運用
独立行政法人、公益社団法人全国市街地再開発協会、独立
行政法人福祉医療機構、一般社団法人全国石油協会

(7) 次に掲げる者の業務の代理又は媒介（内閣総理大臣が定め
るものに限る。）
金庫（信用金庫及び信用金庫連合会）

(8) 信託会社又は信託業務を営む金融機関の業務の代理又は媒
介（内閣総理大臣が定めるものに限る。）
信金中央金庫

(9) 国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る
事務の取扱い

(10) 有価証券、貴金属その他の物品の保護預り

 
(11) 振替業
(12) 両　替
(13) デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当

するものを除く。）であって信用金庫法施行規則で定める
もの（(5)に掲げる業務に該当するものを除く。）

(14) 金融等デリバティブ取引（(5)及び(12)に掲げる業務に該
当するものを除く。）

(15) 有価証券関連店頭デリバティブ取引（当該有価証券関連店
頭デリバティブ取引に係る有価証券が(5)の証書をもって
表示される金銭債権に該当するもの以外のものである場合
には差金の授受によって決済されるものに限る。）（(2)
の業務に該当するものを除く。）

(16) 地域活性化等業務（信用金庫法施行規則で定めるもの）
(17)金の取扱い
5. 国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券につ

いて金融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務
（上記4により行う業務を除く。）

6. 法律により信用金庫が営むことの出来る業務
(1) 保険業法（平成7年法律第105号）第275条第1項により

行う保険募集
(2) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第9条

の7の5第1項により行う共済募集
(3) 地方債又は社債その他の債券の募集又は管理の受託
(4) 確定拠出年金法（平成13年法律第88号）により行う業務
(5) 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第

26号）の定めるところにより、高齢者居住支援センター
からの委託を受けて行う債務保証の申込の受付及び保証債
務履行時の事務等（債務の保証の決定及び求償権の管理回
収業務を除く。）

(6) 電子記録債権法（平成19年法律第102号）第58条第2項
の定めるところにより、電子債権記録機関の委託を受けて
行う電子債権記録業に係る業務
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貸借対照表

貸借対照表

貸借対照表(資産の部) (単位：百万円)

資産勘定 令和2年
3月31日現在

令和3年
3月31日現在

令和4年
3月31日現在

■資産の部
現　金 3,732 3,925 3,379

預け金 142,130 157,649 149,190

買入金銭債権 914 1,075 841

有価証券 154,352 167,742 185,309

国　債 13,258 18,064 22,937

地方債 27,043 23,069 21,829

社　債 79,338 71,719 72,712

株　式 1,673 2,111 2,476

その他の証券 33,038 52,777 65,352

貸出金 208,878 215,778 216,761

割引手形 2,377 1,817 1,651

手形貸付 13,276 10,695 11,413

証書貸付 186,251 197,835 198,625

当座貸越 6,973 5,430 5,071

その他資産 2,674 2,714 2,631

未決済為替貸 116 106 107

信金中金出資金 2,011 2,011 2,011

前払費用 0 0 11

未収収益 507 490 488

その他の資産 38 105 13

有形固定資産 5,482 5,672 5,618

建物 1,505 1,684 1,637

土地 3,516 3,516 3,566

リース資産 130 144 127

建設仮勘定 91 － －

その他の有形固定資産 239 326 285

無形固定資産 82 70 71

ソフトウエア 15 11 11

リース資産 6 － －

その他の無形固定資産 60 59 59

繰延税金資産 1,242 962 1,945

債務保証見返 3,149 2,940 3,308

貸倒引当金 △3,310 △3,415 △3,255

(うち個別貸倒引当金) (△3,125) (△3,245) (△3,094)

資産の部合計 519,329 555,117 565,803
　

貸借対照表(負債及び純資産の部) (単位：百万円)

負債及び純資産勘定 令和2年
3月31日現在

令和3年
3月31日現在

令和4年
3月31日現在

■負債の部
預金積金 473,289 507,228 518,793

当座預金 19,785 21,874 21,176

普通預金 150,615 183,452 196,672

貯蓄預金 230 249 229

通知預金 777 628 332

定期預金 276,685 276,178 276,709

定期積金 21,420 20,957 19,957

その他の預金 3,775 3,887 3,715

その他負債 1,425 1,282 1,286

未決済為替借 167 166 205

未払費用 225 150 152

給付補塡備金 5 3 2

未払法人税等 529 455 424

前受収益 173 155 152

払戻未済金 1 10 4

払戻未済持分 － － 9

職員預り金 116 126 135

リース債務 154 156 140

資産除去債務 11 11 12

その他の負債 40 46 46

賞与引当金 132 132 139

役員賞与引当金 17 17 12

退職給付引当金 161 237 177

役員退職慰労引当金 274 301 211

睡眠預金払戻損失引当金 4 7 8

偶発損失引当金 186 210 281

債務保証損失引当金 8 8 7

債務保証 3,149 2,940 3,308

負債の部合計 478,649 512,366 524,226

出資金 969 969 969

普通出資金 969 969 969

利益剰余金 40,213 41,611 43,060

利益準備金 969 969 969

その他利益剰余金 39,244 40,642 42,090

特別積立金 37,419 38,919 40,319

(圧縮積立金) (19) (19) (19)

当期未処分剰余金 1,824 1,722 1,771

会員勘定合計 41,182 42,581 44,029

その他有価証券評価差額金 △ 502 169 △2,453

評価・換算差額等合計 △ 502 169 △2,453

純資産の部合計 40,679 42,750 41,576

負債及び純資産の部合計 519,329 555,117 565,803

■純資産の部

　

※記載金額で「－」は、該当金額なしを表示しております。
※記載金額で「0」は、該当金額があるものの単位未満の額を表示しております。
※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

2



2022 DISCLOSURE

2022/07/13 11:14:24 / 22857499_西兵庫信用金庫_ディスクロージャー誌（通期）

損益計算書・剰余金処分計算書

損益計算書及び剰余金処分計算書
損益計算書 (単位：百万円)

科　　目
令和元年度
平成31年4月1日～
令和2年3月31日

令和2年度
令和2年4月1日～
令和3年3月31日

令和3年度
令和3年4月1日～
令和4年3月31日

経常収益 6,822 6,858 6,672

資金運用収益 5,575 5,572 5,649

貸出金利息 3,920 3,853 3,757

預け金利息 191 196 194

有価証券利息配当金 1,410 1,465 1,641

その他の受入利息 53 56 55

役務取引等収益 746 746 677

受入為替手数料 412 408 340

その他の役務収益 333 337 336

その他業務収益 438 445 222

外国為替売買益 － 0 0

国債等債券売却益 409 373 160

国債等債券償還益 0 0 0

その他の業務収益 28 72 61

その他経常収益 61 93 122

　貸倒引当金戻入益 － － 35

償却債権取立益 0 1 2

株式等売却益 57 91 81

その他の経常収益 3 1 2

経常費用 4,807 4,876 4,622

資金調達費用 127 117 78

預金利息 118 109 71

給付補塡備金繰入額 3 2 1

その他の支払利息 5 5 5

役務取引等費用 587 591 578

支払為替手数料 147 140 113

その他の役務費用 439 451 464

その他業務費用 23 12 44

外国為替売買損 0 － －

国債等債券償還損 19 10 7

国債等債券償却 － － 34

金融派生商品費用 0 － －

その他の業務費用 2 2 2

経　費 3,841 3,957 3,823

人件費 2,499 2,578 2,435

物件費 1,245 1,286 1,262

税金 96 92 125

その他経常費用 226 198 97

貸倒引当金繰入額 46 130 －

貸出金償却 0 2 －

株式等売却損 0 7 0

株式等償却 55 － －

偶発損失引当金繰入額 － 24 70

その他の経常費用 124 34 27

経常利益 2,014 1,981 2,050

特別利益 75 － －

固定資産処分益 6 － －

その他の特別利益 69 － －
　

(単位：百万円)

科　　目
令和元年度
平成31年4月1日～
令和2年3月31日

令和2年度
令和2年4月1日～
令和3年3月31日

令和3年度
令和3年4月1日～
令和4年3月31日

特別損失 0 0 0

固定資産処分損 0 0 0

税引前当期純利益 2,090 1,980 2,049

法人税、住民税及び事業税 567 521 542

法人税等調整額 10 22 20

法人税等合計 577 543 563

当期純利益 1,512 1,437 1,486

繰越金（当期首残高） 311 285 284

当期未処分剰余金 1,824 1,722 1,771

剰余金処分計算書 (単位：百万円)

科　　目
令和元年度
平成31年4月1日～
令和2年3月31日

令和2年度
令和2年4月1日～
令和3年3月31日

令和3年度
令和3年4月1日～
令和4年3月31日

当期未処分剰余金 1,824 1,722 1,771

積立金取崩額 － － 0
　利益準備金限度額超過
　取崩額 － － 0

剰余金処分額 1,538 1,438 1,438

利益準備金 － 0 －

普通出資に対する配当金 38 38 38

特別積立金 1,500 1,400 1,400

繰越金（当期末残高） 285 284 332
　

会計監査

財務諸表の正確性に係る内部監査の
有効性の確認

令和4年6月20日
西兵庫信用金庫 理事長 桑垣　喜一

※記載金額で「－」は、該当金額なしを表示しております。
※記載金額で「0」は、該当金額があるものの単位未満の額を表示しております。
※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

令和元年度、令和２年度及び令和３年度の貸借対照表、損益計算
書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第38条の2第3項の規定
に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。
本ディスクロージャー誌の財務諸表は、上記の計算書類等に基づ
き記載内容を一部追加・変更するとともに、様式を一部変更して
作成しております。

令和３年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計
算書（以下、「財務諸表」という）の適正性、及び財務諸表作
成に係る内部監査の有効性を確認しております。
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